
経営比較分析表（令和4年度決算）
神奈川県　二宮町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

9.08 3,075.44 ■ 当該団体値（当該値）法非適用 下水道事業 公共下水道 Cb2 非設置

普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

27,925

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　当町の下水道事業は令和5年度から地方公営企業
法を適用し、公営企業会計に移行をしています。移
行前年度となる令和4年度の決算は、これまでの官
公庁会計における出納整理期間2か月分の現金収入
や支払いが計上されない打切り決算となっていま
す。そのため、前年度までとの単純比較が難しく
なっています。
　経営の健全性、効率性に係る各指標のうち、汚水
処理原価は類似団体の平均値を下回っています。料
金水準と経費の適切性を示す経費回収率が100％を
下回っているのは、前述の打切り決算の影響による
ものと考えます。
　管理費用と地方債償還金が使用料などの収益でど
の程度賄えているかを示す収益的収支比率や、使用
料収入と事業債残高（公費負担分を除く）の割合を
表す企業債残高対事業規模比率も、打切り決算によ
り使用料収入が少なくなっている影響から、若干の
悪化を示しました。
　下水道の利用人口の指標である水洗化率は着実な
上昇を示していることは、事業経営の安定に向け寄
与していると推測しています。
　今後の事業運営は、法適用後の公営企業会計によ
る数値に基づいて行うことになりますが、
使用料収入の水準や借入金の影響などを考慮しなが
ら、事業の経営状況の推移や予測をする必要がある
と考えます。

資金不足比率(％)

- 該当数値なし 90.69 99.05 2,673

自己資本構成比率(％)

25,310 4.17 6,069.54 【】 令和4年度全国平均

　当町は流域関連公共下水道のため、下水道施設は
管路が中心です。町では平成3年度に整備を開始し
て、平成11年の供用開始から20年程が経過していま
すが、一般的な耐用年数には達していません。しか
し、民間開発や宅地造成等による集中浄化槽を廃止
して下水道接続により移管された管路の中には、使
用期間が耐用年数の50年経過に近づいている箇所が
あります。
　令和2年度に策定したストックマネジメント計画
を基に、緊急輸送路（国県道）や軌道を横断してい
る汚水幹線、避難所からの排水系統に接続する汚水
枝線の点検調査から計画的に実施しています。今後
は、それらの結果を参考に、管路の緊急度に応じた
改築・修繕の実施を検討していく予定です。

2. 老朽化の状況

全体総括

　この数年の経費回収率の推移からは、使用料収入
の水準が妥当なものと考えていますが、将来的な人
口減少とそれに伴う使用料の減収は避けられないも
のと推測されます。
　一方で、下水道施設を適正に管理して老朽化等へ
の対応や事業を継続するためには、維持管理に要す
る費用の把握と、安定した財源を確保する必要があ
ります。
　令和5年度から複式簿記や発生主義による公営企
業会計に移行し、官公庁方式による会計は今年度が
最後となります。
　移行後には、下水道施設の資産価値や負債などの
財務状況を把握したうえで、改築や更新需要による
投資見込を踏まえて経営戦略の見直しを図り、それ
を基に適正な料金水準の算定など、事業持続に向け
て収支の安定に努めます。

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【652.82】

【95.82】【59.10】【138.29】【97.61】

【0.23】
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